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１.原産地規則の概要（復習） 

 

２.ケーススタディ 

 ・ブロックボード 

 ・マグロの缶詰 

 ・ホワイトチョコレート 

 ・除菌剤 

  

本日の説明事項 
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１．原産地規則の概要（復習） 
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日本 

特恵税率適用のための条件 

他の国 

①輸入される産品に関して、特恵税率が設定されていること                                      
（ＥＰＡ：協定の譲許表、一般特恵：暫定措置法別表） 

相手国 

②生産される産品が、｢原産品｣であると認
められること(＝特恵原産地規則上の
原産地基準を満たしていること) 

※日本への運送の途上で｢原産品｣という資
格を失っていないこと(＝特恵原産地規則
上の積送基準を満たしていること) 

③税関に対して、原産地基準及び積送基準の
両方を満たしていることを証明すること(＝
特恵原産地規則上の原産地証明書等及び
(必要に応じ)運送要件証明書を提出するこ
と)（手続的規定） 

特恵税率適用のためには上記全ての条件を満たす必要がある 
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原産地規則 

原産地基準 

完全生産品 

実質的変更基準を 

満たす産品 

積送基準 

手続的規定 

実質的変更基準の例外 

累積（EPAのみ）  

関税分類変更基準 

加工工程基準 

付加価値基準 

僅少の非原産材料 

原産資格を与えるこ
ととならない作業 

原産材料のみから 

生産される産品 

 原産地規則の構成（概略） 

実質的変更基準 

（材料：非原産材料を使用） 

（材料：原産材料のみ） 

原産地証明書等 

運送要件証明書 

３種類の原産品 

（材料：[自然]または完全生産品のみ） 

原産地規則の
構成要素 

特恵税率が設定
されていること 

EPAのみ。 
GSPでは実質的変

更基準を満たす産
品に含まれる。 

自国関与 （GSPのみ)  
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1 完全生産品 

2 原産材料のみから生産される産品 

3 実質的変更基準を満たす産品 

その｢生産｣に１ヵ国のみが関与する（＝｢生産｣
が１ヵ国で完結している）産品  

使用された非原産材料に加工等を加え、｢実質的
変更｣（＝大きな変化）をもたらしたことにより原産
品となるもの 

生産に使用された材料はすべて原産材料であ
るため、外見上は１ヵ国*で生産･製造が完結し
ているように見えるが、実際には他の国の材料
(非原産材料)を使用しているもの 

木箱 

日本 

第44類 

木材 一次材料 

タイ 

二次材料 
木材 

ネジ 

鉄鉱石 タイプ3：完全生産品のみから生産される物品 

タイプ2：くず、廃棄物やそれらから回収される物品 

タイプ1：農水産品、鉱業品の一次産品 

木箱 

日本 

第44類 

一次材料 

タイ 

二次材料 
木材 

ネジ 

鉄鉱石 

木箱 

日本 

第44類 

一次材料 

タイ 

木材 

ネジ 

他の国 

3種類の原産品 

（参考）②の概念はEPA（日インドEPA除く）のみであり、GSPでは③に含まれる。 

(*日アセアンEPAの場合は、１又は２以上の締約国） 

大きな変化 
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 ・関税分類変更基準 
  

 ・付加価値基準 

  

 ・加工工程基準 
  

いずれの基準を適用するかは各EPAの品目別規則に規定 

｢大きな変化｣＝｢実質的変更｣を判断するための基準は、 
３つ存在する。 

（大きな変化＝分類の変更がおこっている） 

（大きな変化＝十分な価値が付加） 

（大きな変化＝変化をもたらす加工の指定） 

実質的変更基準の種類 

7 ＨＳ番号ごとに基準が定められている 



すべての非原産材料と産品の関税分類番号に特定の変化があれば、
実質的変更があったとする基準。 
HS２桁、HS４桁及びHS６桁の変更がある。 

非原産材料 産品 

（関税分類番号） （関税分類番号） 
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関税分類変更基準 

加工等 

  （CTC: Change in Tariff Classification） 

 例）日インドネシアEPA 第4202.21号品目別規則：  

               第42.02項への他の類の材料からの変更 

タイ インドネシア 

牛革 
（41類） 

財布 
（42類） 



付加価値基準 
• その国の生産において十分なコスト等が投入され、付加された価値の割
合（原産資格割合）が基準以上であれば、実質的変更があったと考える
基準。  

• その国で付加された価値の割合を判断基準として利用。 

「付加された価値」と産品の価額とを比較して原産資格割合を算出する。 

円
グ
ラ
フ
の
全
体
が
産
品
の
価
額 

基
本
的
に
は
、
こ
の
部
分
が

｢

付
加
さ
れ
た
価
値｣ 

①非原産材料 

②原産材料 

③製造経費 

④労務費 

⑤利益その他 
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• 非原産材料にある特定の加工・作業が行われた
場合、実質的変更があったと考える。 

• 特定の加工・作業の有無で原産品か否かを判断
する。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

混合、加熱等 
化学反応 

加工工程基準 
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例）日タイ協定 第2916.12号品目別規則： 

 ・・使用される非原産材料について・・化学反応、 精製、異性体分離の各工程若しくは
生物工学的工程を経ること。・・・ 



原産地規則 

完全生産品 

実質的変更基準を 

満たす産品 

積送基準 

実質的変更基準の例外 

累積（EPAのみ）  

関税分類変更基準 

加工工程基準 

付加価値基準 

僅少の非原産材料 

原産資格を与えるこ
ととならない作業 

原産材料のみから 

生産される産品 

 原産地規則の構成（概略） 

実質的変更基準 

（材料：非原産材料を使用） 

（材料：原産材料のみ） 

原産地証明書等 

運送要件証明書 

３種類の原産品 

    （材料：自然または完全生産品のみ） 

原産地規則の
３大構成要素 

特恵税率が
設定されて
いること 

EPA（日インドEPA除
く）のみ。GSPでは実
質的変更基準を満た 
す産品に含まれる。 

自国関与 （GSPのみ）  

手続要件 

原産地基準 
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• 救済的な規定 

– 累積(ACU:Accumulation)【ＥＰＡ】 
    他方の締約国（日本）の原産品を自国の原産材料とみなすことができる。 

 

 

– 僅少の非原産材料(DMI:De Minimis)【ＥＰＡ，ＧＳＰ】 
関税分類変更基準(日インド協定等は加工工程基準にも適用）を満たさない非原産材料が
あっても、それがごく僅かなら無視できる。 

各EPAにより、品目・割合は異なる。GSPでは50～63類のみ（産品重量の10%以下）。 

– 自国関与基準【ＧＳＰ】 
日本から輸出された材料について、特恵受益国等の原産材料とみなすことができる。 

一部除外品目あり。（例：履物（64.03,64.04及び64.05の一部）等（暫定法施行令別表第2）） 

• 除外的な規定 

– 原産資格を与えることとならない作業 
特定の作業のみで、関税分類変更基準又は加工工程基準を満たすものとしない。 

    （例：箱詰め等単純な包装作業、組み立てられたものを分解する作業等） 

 

アセアン協定では「締約国」 
(未発効のｲﾝﾄﾞﾈｼｱを除く） 

原産地証明書にACUの記載必要 

原産地証明書にDMIの記載必要（EPAの場合のみ） 

ANNEXの添付が必要 

実質的変更基準の例外 
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ベトナム 

第39.07項  

第63.07項 

革靴     
第6403.59号 

（ベトナム原産品）  

◎締約国の原産品を自国の原産材料とみなすという考え方 

非原産材料の靴底が品目別規則を満
たしていないことから、ベトナムの
原産品とは認められない。 

もし靴底が締約国（日本）の原産品
ならば、累積の考え方を適用して、
革靴は日ベトナム EPA上のベトナム
原産品と認めることが可能となる。 

※締約国から輸出しただけでは不可。締約国
の原産品であることが必要。 

しかし・・・ 

 

 

 本底（靴底）  
第64.06項 

日本 

原産地証明書に「ACU」の記載が必要 

上記の品目別規則
を満たしていない 

日ベトナムEPA 第6403.59号（革靴） 品目別規則：ＣＣ（類変更：Change of Chapter） 

-累 積- 

◎日本から輸出された材料を自国の原産材料とみなす 
・日本から輸出された材料であればよい（日本原産品でなくても可） 
・ANNEX （現地で発給、添付される）が必要（ACUの記載不要） 
・一部除外品目あり（革製の鞄類、革製の履物、人形・おもちゃ等） 

G
S
P
 

非締約国 
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第64.06項 靴の部分品 

-自国関与基準- 



◎関税分類変更基準を満たさない非原産材料があったとしても、  
 それがごく僅かなものなら無視しようという考え方 

日アセアンEPA 第1803.10号（ココアペースト） 品目別規則：ＣＣ（類変更） 

 -僅少の非原産材料- 

非締約国 

 

 

 

非締約国 

 

 

 

上記の品目別規則 
を満たしていない 

第18類 
ココア粉 

第４類 
牛乳 

第1803.10号 

カカオ豆 

¥5 

¥2 

¥100 
ココアペースト 

マレーシア 

ココア粉が、品目別規則を満たしていないことか
ら、ココアペーストは日アセアンEPA上のマレー
シア原産品とは認められない。 

日アセアンEPAの場合、18類の産品については、
規則を満たさない非原産材料のCIF価格が、産品

のFOB価格の10％以下なら僅少の規定が適用可能。               

ココア粉の価額はココアペーストの価額の5％。
僅少の規定の適用によりココアペーストは日アセ
アンEPA上のマレーシア原産品と認めることが可

能となる。               原産地証明書に「ＤＭＩ」の記載が必要 

各EPAごとに品目・割合等は異なる  

・対象品目は50-63類に分類されるもののみ 
・重量の10%以下であれば適用可能 
・DMIの記載は不要 

G
S
P
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 主な僅少の非原産材料の適用対象品目の比較表 *適用できる品目、閾値はEPAごとに異なる。 
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参考 



 主な僅少の非原産材料の適用対象品目の比較表 *適用できる品目、閾値はEPAごとに異なる。 
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参考 



２．ケーススタディ 
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ケース１（例題） ブロックボード 

本ケースでのポイント 

 関税分類変更基準 

 救済規定の検討 

 

 



1.ブロックボード（第44.12項）【日インドネシアＥＰＡ】 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

日本へ輸出 

ファルカタ芯材
（4421.90） 

インドネシア産 
接着剤（3506.99） 
インドネシア産 

インドネシア
協定税率の 
 適用は？ 

ブロックボード 
（4412.99） 

ファルカタ単板
（4408.90） 

インドネシア産 

インドネシア 

シナの木単板
（4408.90） 
中国産 

 以下の材料から、インドネシアでブロックボード（第4412.99号）を製造する。
日インドネシア協定上のインドネシア原産品と認めることはできるか？ 
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 日インドネシアＥＰＡ品目別規則：第44.12項  
第44.12項の産品への他の項の材料からの変更（第44.07項又は第44.08
項の材料からの変更を除く。） 

 
 
 
 
 
 
 

ファルカタ芯材
（4421.90） 

インドネシア産 
接着剤（3506.99） 
インドネシア産 

ブロックボード 
（4412.99） 

ファルカタ単板
（4408.90） 

インドネシア産 

インドネシア 

シナの木単板
（4408.90） 
中国産 
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日本へ輸出 
日インドネシア
ＥＰＡ税率の 
 適用不可？ 

救済の規定は？ 

1.ブロックボード（第44.12項）【日インドネシアＥＰＡ】 



僅少の非原産材料の適用ができないかどうか。 

日インドネシアＥＰＡでは、第44類の産品に僅少の規定
の適用が可能 
（原産地証明書にＤＭＩ記載が必要） 

1.ブロックボード（第44.12項）【日インドネシアＥＰＡ】 



 

 第44.12項 インドネシア協定品目別規則： 
第44.12項の産品への他の項の材料からの変更（第44.07項又は第44.08
項の材料からの変更を除く。） 

 
 
 
 
 
 
 

日本へ輸出 

ファルカタ芯材
（4421.90） 

インドネシア産 
接着剤（3506.99） 
インドネシア産 

インドネシア
協定税率の 
 適用可能 

ブロックボード 
（4412.99） 

ファルカタ単板
（4408.90） 

インドネシア産 

インドネシア 

シナの木単板
（4408.90） 
中国産 

＄100 
＄7 

【日インドネシアＥＰＡ上の僅少の規定】 
第44類：産品のＦＯＢの10％以下 
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1.ブロックボード（第44.12項）【日インドネシアＥＰＡ】 

＄100 

＄7 
≦10％ 

僅少規定
適用 



ケース２ マグロの缶詰 

本ケースでのポイント 

 関税分類変更基準 

 救済規定の検討 

 

 



2.マグロの缶詰（第16.04項）【日アセアン協定・日タイ協定】 

材料 

●フィリピン産マグロ      
       （第03.02項） 
●中国産みりん 
         （第22.08項） 
●タイ産油 
           （第15.12項） 
●タイ産塩 
         （第25.01項) 

下記の材料を使用し、タイで生産するマグロの缶詰
（HS1604.14）は、日アセアン協定及び日タイ協定上のタイ原
産品と認められるか？ 

第1604.14号 

タイ 

マグロの缶詰 
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日アセアン協定品目別規則：第1604.14号 
CC（第3類からの変更を除く）  

マグロの缶詰 

第1604.14号 

マグロ 
第03.02項 

みりん 
第22.08項 

 
 
 
 
 
 

タイ産  ※原産材料 

油（第1512項） 
塩（第2501項) 

2.-①マグロの缶詰（第16.04項）【日アセアン協定】 

フィリピン 

中国 

 
 
 
 
 
 

分類変更の品目別基準を
満たしているか検討する
のは非原産材料のみ 

タイ 
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類の変更 



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

日アセアン協定品目別規則：第1604.14号 
CC（第3類からの変更を除く）  

マグロの缶詰 

第1604.14号 

マグロ 
第03.02項 

みりん 
第22.08項 

 
 
 
 
 
 

タイ産  ※原産材料 

油（第1512項） 
塩（第2501項) 

2.-①マグロの缶詰（第16.04項）【日アセアン協定】 

フィリピン 

中国 

 
 
 
 
 
 

分類変更の品目別基準を
満たしているか検討する
のは非原産材料のみ 

タイ 救済規定を検討 
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類の変更 



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

第1604.14号 

マグロ 
第03.02項 

みりん 
第22.08項 

 
 
 
 
 
 

※原産材料 

油（第1512項） 
塩（第2501項) 

2.-①マグロの缶詰（第16.04項）【日アセアン協定】 

フィリピン 

中国 

 
 
 
 
 
 

タイ 

マグロの缶詰 

第1604.14号 

累積規定
適用 

アセアン協定 
締約国の原産品 

日アセアン協定第29条  
 締約国の原産品であって、他の締約国において産品を生産するために使用されたものについては、当該産品を完
成させるための作業又は加工が行われた当該他の締約国の原産材料とみなす。 
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特恵適用対象国 

シンガポール ブルネイ 

タイ 

フィリピン 

マレーシア 

ベトナム 

カンボジア 

ミャンマー 

ラオス 

メキシコ 

チリ 

インド 

ペルー 

インドネシア 

スイス アセアン締約国 
10カ国（含日本） 

2国間、アセアン適用可能 

2国間、アセアン、
ＧＳＰ対象国 

2国間、ＧＳＰ対象国 

2国間のみ
適用可能 

ＬＤＣ：アセアン、
ＧＳＰ対象国 

（日アセアン協定未発効） 

（２０１６年１２月現在） 

オーストラリア 

ＧＳＰ受益国 
143カ国 

参考 
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モンゴル 



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

日タイ協定品目別規則：第1604.14号 
第1604.14号の産品への他の類の材料からの変更（第3類の非原産材料を使用する場
合には、当該非原産材料のそれぞれがIOTCの登録簿への登録により漁獲することを
認められた漁船によって得られる場合に限る。）  

マグロ 
第03.02項 

みりん 
第22.08項 

 
 
 
 
 
 

 ※原産材料 

油（第15.12項） 
塩（第25.01項) 

2.-②マグロの缶詰（第16.04項）【日タイ協定】 

フィリピン 

中国 

 
 
 
 
 
 

タイ 

IOTC登録船舶
により漁獲

Indian  Ocean  Tuna Commission 
(インド洋まぐろ類委員会) 

マグロの缶詰 

第1604.14号 
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日タイ協定品目別規則：第1604.14号 
第1604.14号の産品への他の類の材料からの変更（第3類の非原産材料を使用する場
合には、当該非原産材料のそれぞれがIOTCの登録簿への登録により漁獲することを
認められた漁船によって得られる場合に限る。）  

マグロ 
第03.02項 

みりん 
第22.08項 

 
 
 
 
 
 

 ※原産材料 

油（第15.12項） 
塩（第25.01項) 

2.-②マグロの缶詰（第16.04項）【日タイ協定】 

フィリピン 

中国 

 
 
 
 
 
 

タイ 

IOTC登録船舶
により漁獲

●材料であるマグロ（第3類）は、IOTC登録船舶により「漁獲」されていることが条件 

Indian  Ocean  Tuna Commission 
(インド洋まぐろ類委員会) 

マグロの缶詰 

第1604.14号 
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ケース３ ホワイトチョコレート 

 
本ケースでのポイント 

 関税分類変更基準及び付加価値基準 

 



スイスでホワイトチョコレート（HS1704.90）を生産するが、日
スイスＥＰＡ上のスイス原産品と認められるか？ 

3.ホワイトチョコレート（第17.04項）【日スイスＥＰＡ】 

材料 

●オランダ産 
  カカオ脂（第18.04項） CIF$10 

●オランダ産 
  粉乳（第04.02項） CIF$20 

●ドイツ産 
  砂糖（第17.02項） CIF$15 

●フランス産 
  バニラエキス（第13.02項） CIF$5 

 

スイス 

ホワイトチョコレート 
第1704.90号 

EXW$100 
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カカオ脂（第18.04項） 

粉乳（第04.02項） 

日スイスＥＰＡ品目別規則：1704.90  
CTH並びに第4類及び第17類に分類される非原産材料であって生産に

使用されたものの価値が産品の工場渡し価格の45％を超えないこと。 

スイス 

ホワイトチョコレート 

第1704.90号 

オランダ 
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3.ホワイトチョコレート（第17.04項）【日スイスＥＰＡ】 

フランス 

バニラエキス（第13.02項） 

20＋15   

 100 
=   35  %  

EXW$100 

CTH : Change of Tariff Heading 項の変更 

ドイツ 

砂糖（第17.02項） 
 

非原産材料は工場渡し価格
の45％を超えない 



カカオ脂（第18.04項） 

粉乳（第04.02項） 

日スイスＥＰＡ品目別規則：1704.90  
CTH並びに第4類及び第17類に分類される非原産材料であって生産に

使用されたものの価値が産品の工場渡し価格の45％を超えないこと。 

スイス 

ホワイトチョコレート 

第1704.90号 

オランダ 

ドイツ 
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3.ホワイトチョコレート（第17.04項）【日スイスＥＰＡ】 

砂糖（第17.02項） 
 

フランス 

バニラエキス（第13.02項） 

CIF$20 

20＋15   
 100 

= 35%＜45% 

EXW$100 

CTH : Change of Tariff Heading 項の変更 

CIF$15 

非原産材料は工場渡し価格
の45％を超えない 



 
ケース4 除菌剤 

 
本ケースでのポイント 

 一般ルール 

  

 



マレーシア 

第38.08項 

日本 

除菌剤 

除菌剤成分含有製剤 
（第38.08項） 

綿布袋 
 （第63.07項） 

$80 FOB$100 

 
 
イオン交換樹脂（第39.14項） 
除菌成分（第28.01項） 
殺菌製剤（第38.08項） 

 

中国 

4.除菌剤（3808）【日アセアン協定】 

CIF$60 
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注：日本で製造される除菌剤成分含有製剤は便宜上、FOBもCIFも同一価額（80ドル）とします。 

マレーシアで除菌剤（HS38.08）を生産するが、日アセアンEPA上
のマレーシア原産品と認められるか？ 



一般特恵 
日アセアンＥＰＡ  
日スイスＥＰＡ 
日ベトナムＥＰＡ 

日インドＥＰＡ その他のＥＰＡ 

一般ルール 

他の項の
材料から
の変更 

他の項の
材料からの
変更 
      又は 
付加価値
40％以上 

他の号の
材料からの
変更 
      及び 
付加価値
35％以上 

全ての産品に
ついて品目別
規則が規定さ
れているため
一般ルールは
存在しない 

品目別規則に規定のない産品は、一般ルール
を適用する。 

一般ルール 
参考 
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4.除菌剤（3808）【日アセアン協定】 

日アセアンＥＰＡでの付加価値の算定 

品目別規則に規定のない産品は、一般ルールを適用する。 

参考 

RVC＝ ×100％ 
FOB－VNM 

FOB 

ＲＶＣ＝域内原産割合 
ＦＯＢ＝産品の価格 
ＶＮＭ＝非原産材料の価格 

日アセアン協定第26条第1項 
 
第24条(b) の規定の適用上、次に掲げる産品は、締約国の原産品とする。 
 
 (a) 次条に定める計算式を用いて算定する当該産品の域内原産割合が40％以上の産品であって、生産の最
終工程が当該締約国において行われたもの 
 
 (b) 当該産品の生産に使用されたすべての非原産材料について、当該締約国において統一システムの関税
分類の変更であって四桁番号の水準におけるもの（すなわち、項の変更）が行われた産品 



マレーシア 

第38.08項 

日本 

除菌剤 

除菌剤成分含有製剤 
（第38.08項） 

綿布袋 
 （第63.07項） 

$80 

日アセアン協定第26条第1項 
第24条(b) の規定の適用上、次に掲げる産品は、締約国の原産品とする。 
 (a) 次条に定める計算式を用いて算定する当該産品の域内原産割合が40％以上の産品であって、生産の最終工程
が当該締約国において行われたもの 
 (b) 当該産品の生産に使用されたすべての非原産材料について、当該締約国において統一システムの関税分類の
変更であって四桁番号の水準におけるもの（すなわち、項の変更）が行われた産品 

産品の価額 － 非原産材料価額
―――――――――――――――    
     産品の価額  

原産資格割合 ＝ 100 
=      %     

FOB$100 

 
 イオン交換樹脂（第39.14項） 
 除菌成分（第28.01項） 
 殺菌製剤（第38.08項） 

中国 

4.除菌剤（3808）【日アセアン協定】 

CIF$60 

80 
=    % 
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マレーシア 

第38.08項 

日本 

除菌剤 

除菌剤成分含有製剤 
（第38.08項） 

綿布袋 
 （第63.07項） 

$80 

日アセアン協定第26条第1項 
第24条(b) の規定の適用上、次に掲げる産品は、締約国の原産品とする。 
 (a) 次条に定める計算式を用いて算定する当該産品の域内原産割合が40％以上の産品であって、生産の最終工程
が当該締約国において行われたもの 
 (b) 当該産品の生産に使用されたすべての非原産材料について、当該締約国において統一システムの関税分類の
変更であって四桁番号の水準におけるもの（すなわち、項の変更）が行われた産品 

(a) 又は(b)を満たせばよい。 

日アセアン協定品目別規
則に第38.08項の規定は
ない。→一般ルール 

産品の価額 － 非原産材料価額
―――――――――――――――    
     産品の価額  

原産資格割合 ＝ 
100-80 

100 
= 20%     

FOB$100 

 
 イオン交換樹脂（第39.14項） 
 除菌成分（第28.01項） 
 殺菌製剤（第38.08項） 

中国 

4.除菌剤（3808）【日アセアン協定】 

CIF$60 

80-60 
80 

= 25% 

(b)項変更なし 

×日本原産材料 
⇒累積の適用はできない 
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(a) 
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原産地規則ポータルでの品目別規則の検索 



ありがとうございました。 
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詳しい資料は、税関ＨＰの 

原産地規則ポータル 
もご覧ください。 
 

東京税関 業務部 

総括原産地調査官（東京担当） 

03-3599-6527 

税関HP税関チャンネルに 
動画（EPAってなあに？）掲載中！見てくださいね。 

https://www.youtube.com/watch?v=wKU-t4gHwsg 


